東財発第２２０号
平成２３年７月１日
入札参加者　各位
東海村長　村 上　達 也

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公印省略）
「現場代理人の兼務」に関する試行の一部改正について（お知らせ）

　本村では村発注の工事に関して，工事請負契約約款第１０条第２項に規定する現場代理人の常駐義務について，一部要件を改正し実施いたしますので，下記事項に留意のうえ対応くださるようお願いいたします。
記
１　改正事項
　　兼務ができる工事の対象を，予定価格1,000万円未満から予定価格2,500万円未満に改正する。

２　他の工事の現場代理人との兼務ができる工事

　　次の２つの条件を全て満たすこととする。

　　① 村発注の予定価格2,500万円未満の工事
※茨城県発注の工事（予定価格2,500万円未満の工事）との兼務については，県が村発注の工事との兼務を認める場合に限り，兼務を認める。

　　② 村が発注の際，現場説明書等で明示し，認めた工事
３　兼務の条件
1 兼務の工事は，２件を限度とする。
　　② 契約日及び工事期間が同一の場合，兼務は認めない。
　　③ 請負人は，「工事着手及び現場代理人等選任通知書」を提出する場合，「現場代理人の兼務届」及び添付書類（位置図）により届け出ること。また，兼務を行うに際しては，既に現場代理人として従事している工事についても，「現場代理人の兼務届」及び添付書類（位置図）を届け出ること。
　　④ 発注者（監督員）へ提出する施工計画書には，連絡員について明記すること。
　　⑤ 現場代理人の兼務を行う者は，連絡員となれない。

· ２箇所の現場代理人の外に，１箇所以上の連絡員となることは認めない。
　　⑥ 兼務する各工事に連絡員（１名）を定め，発注者（監督員）との連絡に支障を来たさないようにする。

　　⑦ 留意事項として，現場代理人と主任（監理）技術者を兼務していて，１件の契約金額が変更により2,500万円（建築一式工事にあっては5,000万円）を超えた場合，建設業法第26条第3項の規定により兼務ができない。
４　適用期日

　　平成２３年７月１日以降に起工決議する工事に適用する。

